
（資料２）

ＣＭ方式の契約のあり方に関する研究会の設置について

第３回ＣＭ方式活用協議会においては、今後、ＣＭ方式の導入促進のため、
公共工事に対応したＣＭ標準約款及び保険の整備、業務範囲に見合った適切な
フィーの設定について、新たに実務的な検討の場を立ち上げることが適当とさ
れた。このため、ＣＭ協議会の分科会として「ＣＭ方式の契約のあり方に関す
る研究会」を設置し、以下の事項について検討を進めていくこととする。

同研究会における検討については、ＣＭ方式協議会の全体的な進捗管理の下
で行うこととし、その成果については定期的に報告することとする。また、同
研究会の検討結果を踏まえ、ＣＭの制度的検討も平成２１年度以降実施する。

１．検討課題と方向性

①公共工事に対応したＣＭ標準約款及び保険の整備
（検討課題）

・実態調査における上記課題に加え、ＣＭＲとの責任関係の明確化（２７．
３％）が課題認識として示された。

・地方公共団体とＣＭＲと業務範囲を規定する約款については、「地方公共
団体のＣＭ方式活用マニュアル試案」（平成１４年１２月）においてコン
ストラクション・マネジメント業務委託書試案が示されているが、ＣＭ方
式導入促進方策検討会の検討素材の位置付けに留まっている。

・日本コンストラクション・マネジメント協会においては「ＣＭ（コンスト
ラクション・マネジメント）業務委託契約約款」を策定するとともに、Ｃ
Ｍ業務の遂行に起因する賠償責任をカバーする「ＣＭ賠償責任保険」を創
設したところである。

・建設コンサルタンツ協会においては「ＣＭ方式活用の手引き」の中でＣＭ
業務委託契約約款等を示したところである。

（検討の方向性）
・地方公共団体において上記課題意識を解決するため、関係者間（発注者、

ＣＭＲ、設計者、施工者等）の業務範囲のあり方について検討し、その成
果を踏まえ、ＣＭ標準約款やこれに基づく責任をカバーする保険の整備が
必要である。

②発注者と受注者の双方に対してインセンティブを付与する適切なＣＭフィー
のあり方
（検討課題）

・実態調査における上記課題に加え、ＣＭＲに対する対価の妥当性評価（３
２．５％）が課題認識として示された。



・ＣＭフィーのあり方については、「ＣＭ方式活用ガイドライン」（平成１
４年２月）において、我が国においては積算上の位置づけがなく、我が国
の建設産業において馴染みが薄いものであるため、十分な検討が必要だと
考えられると指摘している。

・その後、「地方公共団体のＣＭ方式活用マニュアル試案」（平成１４年１
２月）においては、ＣＭ業務の対価の基本的考え方（ＣＭＲの業務に応じ
た必要工数に基づく積算）を示している。

（対応の方向性）
・地方公共団体において上記課題意識を解決するため、上記業務範囲に対応

した適切なＣＭフィーのあり方を示すことが必要である。
・このため、検討の第一段階として、ピュア型ＣＭにおけるＣＭフィーの算

定のあり方の明確化のために整理すべき課題を明確化する。

２．検討スケジュール

第１回：１１月４日（火） 13:00～15:00
・業務範囲、約款に関する既存の取組成果の比較
・我が国の導入事例における業務範囲、約款
・ＣＭに対応した保険の整備状況
・民間発注と比較して会計法令等により公共発注に求められる特性①
・米国における業務範囲、約款・保険の現状

第２回：１２月～１月
・我が国の導入事例におけるフィーの設定方法
・民間発注と比較して会計法令等により公共発注に求められる特性②
・第１回の指摘事項を踏まえた業務範囲、約款に関する課題整理

第３回：１月～２月
・公共発注の特性を踏まえた約款のあり方
・第１回・第２回の指摘事項を踏まえた課題検討
・ＣＭ方式活用協議会への状況報告

第４回以降：２１年度に検討状況を踏まえ適宜開催



ＣＭ方式の推進に係る経緯について

継続的に活動

ＣＭ方式導入効果の整理
• 定量分析の方向性（第２回）

地方公共団体へのＰＲ

ＣＭフィーの設定のあり方
・リスク分担に見合ったフィーの設定

ＣＭ標準約款・保険

ＣＭの制度的検討

・リスク分担の検討、その結果を踏まえた保険の整備等

ＣＭの契約のあり方に関する
研究会（第１回：H20.11.4）

成果をとりまとめ

成果をとりまとめ

各発注者に
おいて活用

各発注者に
おいて活用

制度化
ＣＭの制度的枠組みに関す
る検討会（仮称）

成果をと
りまとめ

２０年度 ２１年度 ２２年度以降

• 効果分析の方向性（第３回）
• 効果分析の方向性を踏まえた
分析手法の提示（第４回～）

１９年度

発注体制に係る実態調査
• 調査内容を議論（第１回）
• 成果を報告（第２回）

地方公共団体へのＰＲ

ＣＭ方式活用協議会
第1回(19.11) : 活動方針案
・モデルプロジェクト支援等
・実態調査の実施
・導入効果検証(指摘事項)
第2回(20.3) : 検討課題案
・フィー、約款・保険、
制度的検討

中建審ＷＧ
第二次中間
とりまとめ
（１９．３）
・ＣＭ方式等多
様な発注方式
の活用

・協議会の設置
・モデルプロジェ
クト支援等

１８年度

第３回(20.7) : 検討体制案
・フィー、約款・保険に係る検
討体制

・制度的検討に係る検討体
制

モデルプロジェクト支援
•継続プロジェクトの支援
•追加プロジェクトの支援(20.7～)

• モデルプロジェクトの支援
等（１９．１０～）

継続的に支援

・上記成果を踏まえた
検討

ＣＭ方式活用協議会の
下に実務的な検討体制を
整備

参考


